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第１７５回中小企業景況調査（２０２４年１－３月期）のポイント

お問い合わせ先：中小機構 総合情報戦略課 担当 伊原、藤田、朱山 TEL 03-5470-1521 URL https://www.smrj.go.jp/research_case/survey/index.html

２０２４年３月２９日

１．業況判断DIは、3期連続して低下

３．北陸地域の業況判断DIは、他地域に比べて大きく低下

全産業の「業況判断DI（前年同期比）」は、前期（2023年10-12月期）から3.5ポイント
減（▲18.3）と3期連続して低下。産業別では、製造業で4.8ポイント減（▲19.9）、卸
売業で4.8ポイント減（▲15.1）、サービス業で4.5ポイント減（▲11.7）、小売業で2.0
ポイント減（▲28.4）、建設業で1.6ポイント減（▲14.5）と全ての産業で低下。 
来期見通しは、全産業で上昇し、産業別では、建設業を除く4産業で上昇の見込み。

２．売上単価・客単価DIは、産業別の格差が拡大

「売上単価・客単価DI（前年同期比）」は、小売業のみマイナス圏で、コロナ前に比べ産
業間での格差が拡大している。一方、「原材料・商品仕入単価DI（前年同期比）」は、産
業間の格差は相対的に縮小しているが、売上単価に比べて高い水準が継続しており、いず
れの産業においても原材料価格は高止まりの状況にある。

◆原料の価格高騰がいつまで続くのかが気になるとこ
ろ。相場に左右されない調達が求められる。今回の
地震の影響はなかったが、ＢＣＰの見直しが必要。 
[米菓製造業]

◆能登半島地震の影響で、１月の稼働日数が少なくて、
かなり痛かった。受注も不安定で、被災している取
引先も数社あるので、元に戻るまでしばらくかかり
そう。 [半導体製造装置製造業]

◆能登半島地震の影響で、１月の新年会等の中止により、
飲食店に対する売上が大幅に減少。その他個人も自粛
ムードで減少した。２月はだいぶ売上は上がると思う
が、予断を禁じ得ない。 [酒小売業]

【
製
造
業
】

【
小
売
業
】

◆コロナ不況から脱し、業種によっては、設備投資意
欲が増大してきているが、建設業においては、２０
２４年問題への対応が業界不況の最大課題です。人
材確保の可否が、そのまま業績に反映されることに
なる。 [一般土木建築工事業]

◆年初の震災の影響が大きく、生鮮品の材料確保する
のが難しく、仕入価格もひと月毎に何かしらが上
がっているので、粗利が益々減っている。加えて新
年度から運送業に関する動向が、更に仕入コストに
及んでくると思える。 [日本料理店]

◆働き方改革による労働時間の削減により、効率的な
運行を求められている。しかしながら、ドライバー
不足等により、業務面で多少の影響は出る可能性が
ある。燃料代高騰、人材費上昇など、収益性に影響
してくる。 [一般貨物自動車運送業（特別積合せ貨物
運送業を除く）]

◆販売価格の上昇が必須の状況ではあるが、得意先が
売上アップに苦戦している為、十分な価格転嫁ができ
ていない。また、人材確保の面でもベースアップの原
資として、価格転嫁は必須であるので悩ましいところ。 
[その他の食料・飲料卸売業]

【
卸
売
業
】

【調査要領】
1.調査時点 2024年3月1日時点
2.調査対象 中小企業基本法に定義する全国の中小企業（調査対象企業数18,832、有効回答企業数17,802、有効回答率94.5%）
3.自由回答数 3,596件 （上記の他、「中小企業景況調査報告書」p.11、「中小企業景況調査資料編」pp.79-80に掲載)
※中小企業景況調査の自由回答(フリーコメント)
項目を選択する方式ではなく、業況判断の背景についての感想や意見を自由に記入する方式であることから、各企業が抱える課題が
表れている。

全産業の「業況判断DI（前年同期比）」について、北陸地域では、2022年度以降、石川
県が他県より高い水準で推移していたが、令和6年能登半島地震の発生を受けて、今期大
きく低下。地域別の比較では、全地域で前期に比べDI値が低下しているが、北陸地域は
11.1ポイント減（▲27.1）と全国及び他地域に比べて低下幅が大きくなっている。

北陸地域県別 業況判断DI（前年同期比）【全産業】

※前年同期（2023年1-3月期）と比べて「上昇」「不変」「低下」で回答。

売上単価・客単価DI
（前年同期比）

地域別 業況判断DI（前年同期比）【全産業】

【
サ
ー
ビ
ス
業
】

【
建
設
業
】

※前年同期(2023年1-3月期)と比べて「好転」「不変」「悪化」で回答。

業況判断DI（前年同期比）

原材料・商品仕入単価DI
（前年同期比）

４．中小企業のコメント
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来期見通し
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※前年同期(2023年1-3月期)と比べて「好転」「不変」「悪化」で回答。
※北陸地域は、中部地域に含まれる富山県・石川県、近畿地域に含まれる福井県を再集計。
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https://www.smrj.go.jp/research_case/survey/index.html
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